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概要 
認知科学における知識研究の蓄積に関わらず，学校
教育での「知識」の位置は低く，資質・能力重視の流れ
に押されて一層軽視されつつある．本OSでは，初等中
等教育における教科知識の構造を可視化するシステム
「単元マップ」を題材に，学校教育における中長期的な
概念的知識形成支援の実践研究を紹介し，多様な立場
からのコメントを得て，認知科学の貢献可能性を模索
する． 
 
キーワード：知識，知識構成型ジグソー法，単元マップ 

1. 知識を取り戻す：本OSの趣旨 

本 OS は，初等中等教育における教科知識の構造を
可視化するシステム「単元マップ」を題材に，学校教育

における一回の授業を越えた中長期的な概念的知識形

成支援の実践研究を紹介し，その認知科学的・学習科学

的・情報学的・教育学的意義を検討するものである．そ

の狙いは，現在の学校教育で看過されがちな「知識」の

重要性に光を当てると同時に，認知科学における知識

研究をもう一度，実践的なフィールドで行おうと提言

するところにある．そのためにOSの構成としては，上
記システムの理念（本稿）・機能[1]・活用実践例[2]を紹
介した後，各分野のエキスパート－教育学から石井英

真氏，情報学から平嶋宗氏，認知科学から清河幸子氏，

教育行政から弟子丸知樹氏－のコメントを得て，フロ

アとディスカッションを行うこととする． 
認知科学での数多の知識研究の蓄積に比して，教育

界では「知識」の地位が極めて低い．知識は単なる記憶

の同義語として扱われ，それすらも，最近のコンピテン

シー（資質・能力）重視の流れに押され，より軽く扱わ

れるようになっている．本研究では，学校教育での知識

の位置を高めるのに認知科学の知見が必須であり，同

時にその実践研究が認知科学に新たな知見を齎す可能

性があることを示したい． 

2. 認知科学と知識 

認知科学は知識の研究だったと言ってもよいほど，

両者の関係は深い． 
行動主義から認知主義への転回は，人の行動に何ら

かの「内的」な動因を仮定した点で，知識研究の基盤と

なった．人工知能研究も初期の一般ルールだけでAIに
問題を解かさせようとした試みの破綻からエキスパー

ト知識の重要性を見い出していった．同じ頃，認知研究

でも宣言的知識と手続き的知識，あるいは手続き的知

識と概念的知識といった知識の定義が進み，スキーマ，

フレーム，スクリプト，ニューラルネットなどでその実

体を表現しようとする試みも多くなされた．その情報

処理的アプローチが状況論に押される形で，内的な知

識に対する外的な（道具や他者も含めた）状況要因の発

見，さらには社会分散的認知や身体性認知など内外相

互作用を重視する見方，さらには，知識が「内」にすら

なく，内外リソースの創発として知識を見る見方[3]な
ど，「知識」の概念化は，実証研究の蓄積も踏まえて，

より広い視野で，かつ精緻なものになってきた． 
この知識研究史は，知識のリサーチとしての重要性

を示すだけでなく，人々のふるまいを支える源泉とし

ての知識の重要性を示唆するものと言えるだろう． 

3. 学校教育と知識 

これに対して，教育界ほど知識の位置が低い世界は

珍しい．子どもが受けるテストの「知識問題」と言えば，

単に知っているかどうかを問う問題であることが多い

（小学生が受ける業者テストの問題ごとに貼られるラ

ベルで，「知識」というのはテストの 1，2 問目の事実
確認問題・記憶問題に貼られ易い．後半の概念的な知識

を問う問題は「思考力」と位置付けられる）．これは，

知識（記憶）を教育目標の最下層に位置付けた Bloom

2022年度日本認知科学会第39回大会 OS11-1

152



の目標論[4]の影響もあるだろうし，その目標を受け入
れてきた教育行政，学校現場のためでもある． 
知識を頭に入れて初めて「理解」や「応用」が可能に

なる，だから，知識の記憶が学習の基礎・前提となる，

という考え方である．認知科学における知識表象研究

に照らせば，これらの「知識」は明示的に書き出せる宣

言的知識が中心で，手続き的知識の場合も概念的知識

を伴わない単なる手順に相当するものと言えるだろう． 
もう一歩進めて，この根底にはBereiter[5]が「ファ
イリングキャビネットモデル」と呼ぶ世間一般の素朴

な知識観を指摘することもできる．すなわち，知識は頭

の中のキャビネットに一つずつ断片的に入れられるフ

ァイルと認識されているがために，それを収めれば（記

憶すれば）活用できる，等と考えられるわけである．そ

こには知識の「関係性」[3]に対する認識は極めて弱い．
そこから，教育と学習評価のモデルも，知識の正確な記

憶と再生，技能の習得と遂行・演示に焦点化する．昨今

の「AIドリルで知識を習得してからプロジェクト学習
へ」といった学びの段階論にも繋がり易い． 
さらに不都合なことにコンピテンシーや「学び方の

学び」の重視が知識軽視を加速している面がある．1990
年代から 2000年代にかけて，「知識基盤社会」「知識創
造」「知識職業（knowledge worker）」といった語がも
てはやされた時期には，教育界もその影響を受けて，

「知識」やそれを自ら身につけるものとしての「自己教

育力」が注目されていた．が，ビジネスでも教育でもそ

の目標の明確な概念化や育成実践が進まぬうちに，よ

りファジーな「イノベーション」や「コンピテンシー」

といった概念の隆盛で廃れた面がある．本来，知識を自

ら構築する過程としてのコンピテンシーやその結果と

してのイノベーションであったにもかかわらず，であ

る．その結果，コンテンツ（知識）とコンピテンシー（力）

を二分して，まず知識を頭に入れてから力を身につけ

ようと考えるモデルが幅を利かせ，それにより，知識は

より低次な学習目標と認識される悪循環が起きる． 
これは，教育現場が「知識」として認識するものが児

童生徒の認知活動の質にあまりに貢献していないため

でもあろう．クイズに答えられるような「ものしり」と

しての知識以外に，黙って適切なふるまいをしている

小学生の手続き的知識や，的確な意見を述べる中学生

の見方・考え方を支える概念的知識，機械を壊して組み

立て直す高校生のメンタルモデルなどを目にする機会

がないし，見ても知識の働きと認められないのだろう． 
以上より，教育の世界に知識を，特に単なる記憶では

ない知識を取り戻すことは教育の変革にもつながる可

能性がある． 
現行学習指導要領の求める「主体的・対話的で深い学

び」は，学びの質向上，ひいては知識の質向上を狙って

いる点で，そこに貢献し得る．さらに「単元や題材など

内容や時間のまとまりを見通しながら，そのまとめ方

や重点の置き方に適切な工夫を加え，……主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善を通して資質・

能力を育む効果的な指導ができるようにすること」[6]
や「各教科等及び各学年相互間の関連を図り，系統的，

発展的な指導ができるようにすること」[6]など，より
長いタイムスパンの学びのデザインが推奨されている．

これは，資質・能力の育成に長い時間がかかるとの認識

によるものでもあるが，系統的・発展的な指導は知識研

究と相性がよい面もある． 

4. 学習科学とテクノロジによる知識研究 

本来，知識社会に求められる「知識」は，状況に支え

られながらも他の状況に活用可能な形で獲得され，他

の知識と結び付いて自己創発的に作り変えられていく

「次の知識を生む知識」であるべきだろう．学習科学で

は，こうした知識の教育を目指して，知識構築

（knowledge building）プロジェクト[7]や知識統合
（knowledge integration）プロジェクト[8]など，様々
な実践が展開されてきた．学習科学は，その誕生時から，

実践的な「知識育成プロジェクト」だったとも言える． 
だからこそ，研究のスタイルも，学習者である子ども

たちが他者や道具などの外界と相互作用しながら知識

を身につけ，使って豊かにする長期的な過程をテクノ

ロジも使って支援する方法論が採用されてきた．研究

主体も当然，子どもたちと日常的に付き合える学校現

場教員だということになる．それによって，研究者と教

員の関係も，教えるべき内容知識と教え方の方法知識

の双方において，研究者が創造者であり，教員が消費者

であるという関係ではなく，教員自身も何をどう教え

るかの創造者であるべきだという考えが標準となる． 
問題は，これをどう実現していくか，である．例えば，

「単元のまとまりを見通して系統的・発展的な指導を

行う」課題があったときに，研究者がその系統・発展を

「与える」のではないとしても，では，教員自身がすべ

てゼロからデザインすべきだということになるのか，

それとも，両者の中間として，系統・発展性がある程度

見えるようにしておいて，教員がそこから自らのアレ
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ンジを加えていくというアプローチもあるのか，とい

うことである．そこで本研究では，後者のアプローチに

よって，現場教員が授業を越えた単元・学年・学校段階

など中長期間にわたってつながる知識，科目や教科を

越えてつながる知識の在り方を知り，自らの知識観と

学習モデルを再構築していくことができるかを問う．  

5. 単元マップの理念 

本 OS では，一連の研究の中でも，協調学習の授業

研究支援システム「学譜システム」における一機能「単

元マップ」に焦点化する形でいかなる支援が可能かを

検討し，その認知科学的意義を引き出す．具体的には，

授業と単元の関係や単元と単元の関係を可視化する実

現方法の検討と，それが授業研究に及ぼす効果や教員

の知識観改訂に及ぼす効果の検証を行った． 
現行学習指導要領の解説[9]も，教科によっては，図

1のような「内容構成」をマップ状に可視化したものを
用意している．図 1 の小学校理科の解説は，科学の基

本的概念等の理解を図る観点から，「エネルギー」「粒子」

「生命」「地球」を柱として小中学校の全単元が構造化

され，縦に学年，横に柱（図 1 は紙幅の都合でエネル

ギーだけを示した）の構成図で示されている．「エネル

ギー」を柱とした内容は「エネルギーの捉え方」「エネ

ルギーの変換と保存」「エネルギー資源の有効活用」の 
3 項目で構成され，各々に関わる単元（図 1 の箱）が

配置されている． 
しかし，これを見ただけでは，なぜ「エネルギーの捉

え方」に「光と音（の性質）」や「てこの規則性」が関

係あるのかは専門性がないと理解し難い．各単元の内

容が具体的にどのようなものかを，教材も閲覧しなが

ら把握することが理解の助けとなるだろう． 
ただ，現行の教員向け教材共有サイトでは，図 1 の
ような内容構成図をそのまま可視化して，教材を検索・

閲覧可能にするものは見当たらない．教材数が膨大に

なれば，可視化のメリットが減ることがその一因だと

推察される．海外を見ても，教師がカリキュラムスタン

ダードを理解するための参考資料としてのマップはあ

っても，授業実践・改善のために教師集団が協働的に活

用することを想定したものは少ない． 
それゆえ，一学校や一自治体に留まらない，ある程度

の規模を持ったコミュニティで，複数の教科の授業改

善において，教師が協働的に活用できる形でのマップ

作成とそこへの教材リンクという取組が試す価値あり

だと言える．これは情報学として十分貢献可能な課題

である．特にそれが授業研究という実際の授業づくり

の活動の中でどう使われるかを見越して，現状の課題

からシステムの構成要件を洗い出し，実装して効果を

検討する研究が有効だと考えられる． 

 
図 1 小学校理科学習指導要領解説の内容構成 

6. 単元マップの背景：フィールドと課題 

本研究は，CoREFが行う協調学習の授業づくりプロ

ジェクトの研究者・教員コミュニティを基盤とする．

CoREF は，一般社団法人教育環境デザイン研究所

CoREFプロジェクト推進部門をハブとして，東京大学，

国立教育政策研究所など多拠点に属する研究者等の連

携でプロジェクトを推進する研究ネットワーク組織で

ある．本研究では 2010年度に始まった主に小中学校の

授業づくりのための「新しい学びプロジェクト」を対象

とする．2021年度末では 19都道府県 29 団体 1139 名

の教員との連携に拡大している． 
このプロジェクトは，「知識構成型ジグソー法」[10]
という授業手法を共通の枠組みとして，全国様々な校

種・教科の教員が協調的な授業研究を行うものである．

手法は学習活動のステップのみを制約するため，問い

と資料の準備は教員に任される．それゆえ，教員が授業

の立案や実践結果について議論するためのメーリング

リスト（ML）と，既存教材を参考に自らの教材を新作

またはアレンジするための「開発教材」セット（毎年度

刊行する活動報告書DVDに所収）があった． 
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以上の授業法やML，開発教材はいずれも授業研究を
支えるツールであるが，これまでの実践から「過去の授

業研究での気づきや仮説を活かして次の授業づくりを

行う」という意識が必ずしもコミュニティメンバーに

共有されていない課題も見えてきた．もし教員が過去

の自分や他教員の実践の振り返り，授業前の検討プロ

セス，授業後協議でのコメント等を教材と共に閲覧で

きるようなシステムがあれば，この課題の解決に貢献

できる可能性がある． 
そこで著者らは，プロジェクト参加教員の慣れ親し

んだ ML をそのまま利用可能にしつつ，ML に投稿さ

れたメールを授業単位の「トピック」としてデータベー

スに保存し，Web 上で閲覧・検索できるようにしたア

プリケーション「学譜（学びの譜面）システム」を開発

し，2018年 10 月に稼働を開始した[11]．内容が似てい

るトピックの自動推奨機能も持つ．2021年度末までの

トピック総数は 1809 件である．開発教材のデータを取

り込み，教科・学年・年度などでのファセット検索や関

連するトピックのリンクからの閲覧ができる開発教材

ページ（小中高合わせて 2889教材）も導入した[12]． 
その活用から見えてきた課題が二つある． 
一つは，「一回の授業づくり」を超えた，その授業の

学びが単元のどのような位置を占めるのか，それまで

の単元やこれからの単元とどう繋がっているのかなど，

見方・考え方の育成にも関わる中長期的な観点からの

授業作成支援である[13]．そのためには，「一授業」の
議論や教材が見えるページだけでなく，その授業がど

のような単元や流れに位置付いているかが明示的に見

えた方がよい． 
もう一つは，ユーザが知りたい情報や知るべき情報

が単語検索や「内容が似ているトピック」一覧で必ずし

も見つからないという課題である[13]．現在は各自治体

や教科のベテラン教員やCoREFの研究者が「誰々先生

の授業でも似た例がありました」「この教材でも同じ問

題が起きました」など「生き字引」として機能すること

で，その「間」をつないでいるが，この「表面的には似

ていないが深層的に似ている，あるいは当面の目的に

照らしたときに必要」という情報を探し出せる支援が

必要である． 
以上を踏まえ，本研究では，単元を構造化して結び付

けている学習指導要領の内容構成を活用し，それと本

プロジェクトが蓄積してきた開発教材とを結び付けて，

可視化するための「単元マップシステム」を開発し，そ

の出力結果を学譜システムの「単元マップ」ページへと

追加する．開発要件は，大まかに下記の通りとなる． 
 

1) 編集機能：単元マップシステム自体は，学習指導要

領を参照せずに自分たちで作ってみることも許容

する柔軟性を持っているべきである．それゆえ，シ

ステム自体はどのような教科のいかなる単元構造

でも内容を書きこみ・追加・修正・関連付けできる

必要がある． 
2) 可視化機能：書きこんだ内容を表示（可視化）する

機能が必要である． 
3) 関連付け機能：単元と教材を関連付ける機能が必
要だが，どの教材がどの単元に該当するかという

問題は機械的には解決し難いため，後述するよう，

今回は人手で行った．それでも関連付け作業（やそ

もそも単元構造）は単純なものではないため，1，
2)の機能を使いながら，適切な単元・教材構造を発
見できる必要がある． 

4) エクスポート機能：単元マップシステムを用いて

出来上がった単元マップをWeb ページとして出力

し，なおかつ，教材をクリックしたら，実際の教材

ページへと遷移できる必要がある． 
 
以上のように，本システムは，システムの持つ自律性

とユーザ（単元マップ作成者）が対話して，その過程で

気づきを得ながら単元マップを作り上げていくもので

ある．それゆえ，評価の重点は，できあがった単元マッ

プのコミュニティ教員に対する有用性に置くことにし

た．それゆえ，上記機能を有した単元マップシステムの

開発を安斎論文[1]で詳説し，飯窪・齊藤論文[2]では 4)
の機能を用いて出力されたページを用いた授業研究ケ

ーススタディについて報告する． 
なお，単元マップの中核を担う単元と開発教材の結

び付けは元中学校理科教員であるCoREF研究者や県か

らCoREFに出向している高校数学・社会科教員が行っ
た．結び付け作業は，各教科の内容構成図（に準じたも

の）と学習指導要領解説の単元内容を理解した上で，既

存の開発教材の授業者による「単元」設定と教材内容を

解釈して，各単元と結び付けていった．なお，図 1 の
ボックスに箇条書きで項目があるように単元は入れ子

構造を持つため，ボックスを「大単元」，箇条書き項目

を「中単元」と呼んだ．また，図 1の上部でわかるよう

に「エネルギー」などの柱やその下位項目（エネルギー

の捉え方）に明確な用語が当てられていないため，便宜

的に前者を「概念」，後者は「内容」と呼んだ． 
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現在，小中の社会，算数・数学，理科，高校の地歴公

民，数学，理科が完成している． 

7. 今後に向けて 

以下，単元マップの具体とそれを用いた実践につい

ては，続く論文[1,2]をご覧いただきたい．ここでは，そ

れを先取りした上での意義と課題を洗い出しておく． 
算数・数学の単元マップページを用いたケーススタ

ディからは，一授業を学年や学校段階を超えた，より長

いスパンで検討できるようになる示唆が得られた．な

お，OS当日までには，より多くの教員に単元マップを
使ってもらう演習を実践予定である．そこで知識観や

学習モデルの変容も見とる． 
意義の一つ目は，たとえ学習指導要領の解説（そして

連動する教科書等）に教科の構造が可視化されていて

も，必ずしも教員がその構造を意識しながら授業をし

ているとは限らず，構造の理解や教材によるイメージ

の具体化が授業デザインに貢献するということである．

その際，本研究は，「知識構成型ジグソー法」という共

通軸を共有しているコミュニティだからこそ，その授

業づくりを巡って既存教材が効果的に活用でき，それ

を内容構成図に結び付けることで，学習指導要領と教

材双方の意図の理解が促進されたと考えられる．それ

では，これを他の授業法による教材群や複数種類の手

法の教材群で開発・運用したときに同様な効果が得ら

れるか，将来の検討課題である． 
意義の二つ目は，学習指導要領という国定の「一つ

の」スタンダードの可視化であっても教員のそれぞれ

多様な教科や授業に関する理解深化に役立つというこ

とである．カリキュラムマップやコンセプトマップ（概

念地図）に広げれば，大学が学生に授業科目の構造を可

視化するツールや学生自ら構造化・検索するツール，学

習者の内容理解支援ツールとしてのコンセプトマッピ

ングツールなどが数多ある．これらはいずれもユーザ

（やユーザに近い開発者）が目的特化のマップを作り，

使う点に特徴がある．著者も認知科学者として，ユーザ

自身の自律的な知識構成活動としてのマップ作成活動

の価値を長年信じてきたが，本研究から得た示唆は，ゼ

ロからマップを自作する活動と，マップをただ眺める

活動との間に，マップのノードにリンクされた情報を

閲覧する活動やノード間のリンクを辿って関係性を把

握する活動に十分な理解促進の効果があるということ

である．その点で，今後は現場の教師がそれぞれの視点

でマップを対話的に再構成し，その過程を通じて，単

元・教材間の関係を発見できるようなUIを構築するこ
とを目指す．このような再構成が可能になると，当然ユ

ーザの数だけマップができることになるため，そのマ

ップや単元・教材のタグ（メタ情報）を他のユーザと共

有し蓄積する仕組みが必要になる． 
意義の三つ目は，ユーザが自身にとって有用な情報

にアクセスすることをどう支援するかである．ケース

スタディの対象教員も学譜システムを日常的に使って

いた一方で，ターゲットの関連教材に自らアクセスで

きていた訳ではなかった．研究者が単元・教材間の関係

性を同定・誘導して初めてそれらにアクセスできた．

「知識は検索できるから頭に入れておく必要はない」

との言説があるが，検索のキーワード一つ決めるのも

知識である[5]．それゆえ，現時点は研究者やベテラン

教員がその豊かな知識構造を基にシステム内の有用な

情報の関連付けを行っていると考えられる．これをど

うプロジェクトの新規参加者や若手教員に可能にして

いくか．一つの候補は，今回のようなシステムを実際

「使ってみる」演習を蓄積し，自治体でも自律的に行え

るようにし，その周辺参加を通して新手・若手参加者が

学べるようにする「コミュニティ内でのテクノロジの

活用モデル」を打ち立てていくことであろう．それによ

って，日常的な授業に関する議論や作成される教材や

授業の質が上がるかなど，内容に踏み込んだ検証も行

っていく． 
学習指導要領のコード付与など教育データの標準化

[14]が加速する中，こうした一連の取組によって，教員
にとっての知識の重要性が高まり，授業の在り方が変

わっていくのか，その知識観とコミュニティ，コミュニ

ティベースのテクノロジの活用という一体的な改革で

どれだけ子ども自身の知識が変容していくのかを今後

も検証していきたい．それは認知科学にとっても，新し

い，実践的なタイプの知識獲得・表象・表現研究を行う

ことにつながるだろう． 
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